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第 51回支部定期大会の前に，今年は，21総学の経験を踏まえて会員の日頃の研究成果

を発表する場として「京都支部学術集会」が企画され，原発，核兵器，軍学共同，大学運

営，憲法，地球環境，災害，社会主義論など，科学の社会的機能に関する研究成果の発表

を募集したところ，下記の７件の研究成果が発表された．当日の参加者は 40 名弱であっ

た．この「報告要旨集」はすでに支部ニュース６月号に同封して全支部会員に送付したが，

支部幹事会としては，260名弱の支部会員全員にこれらの研究成果を共有していただくた

めに，さらに詳しい講演内容を「京都の科学者」No.171に紹介することとした．「京都の

科学者」は丁度１年ぶりの発行である．              （編集担当幹事）  
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軍学共同研究に関する問題点 

                                  左近 拓男 

  

大学や公的研究機関がおかれている軍学共同研究の現状について報告する．防衛省「安

全保障技術推進研究制度」（軍学共同研究）1) は，2016年度は6億円であったが，2017年度

の予算が110 億円に膨れ上がった．H24年度の科研費総額が2,566億円であることからも，

決して少なくはない額といえよう．急激な増額は，政府ぐるみで国策として諸大学や公的

研究機関を統制しようとしていると考えられる． 

防衛装備庁は募集目的を「将来の装備化に向けた基礎研究」で，直接に兵器（防衛装備

品）そのものを目的とした研究ではないとしているが，防衛省・自衛隊や軍と関係のある

組織が資金を提供する基礎研究は戦場で実地に応用することを前提に考えられており，兵

器やその運用システムの開発に直結するのは自明である．大学・研究機関においては，科

学研究の自主性・自律性，研究成果の公開性は最大限尊重されねばならない．「安全保障技

術研究推進制度」は科学者の独創的で自由な研究を保証するものではないばかりか教育に

も重大な影響を及ぼすことは明らかである． 

 学術会議では「安全保障と学術に関する委員会」が組織された2)．これまでに10回を超

えて開催され，50 年声明「戦争を目的とする科学の研究は絶対に行わない」67 年声明「軍

事研究は絶対に行わない」を堅持すべきという趣旨を盛り込んだ新声明（案）が採択され

た．軍事研究を行わないという主張には大いに賛同できる．「声明」は，大学・研究機関に

対して「軍事的安全保障研究と見なされる可能性のある研究について，その適切性を目的，

方法，応用の妥当性の観点から技術的・倫理的に審査する制度を設ける」ことを求めた．

さらに「研究の入り口」で研究資金の出所等に関する慎重な判断をするよう求めている．

このように「制度」への申請にあたっては個別的に研究内容に即して申請の適否を各大学

や研究機関で判断することを求めており，各大学の大学構成員が自覚を持って対応すべき

である． 

 この制度の 2017年度の公募要領には，「研究成果の公表を制限しない」，「研究成果は特

定秘密には指定しない」，「プログラムオフィサー(PO，研究の進捗管理者)が研究内容に介

入することはない」と書いてあるが，一方，公表に関しては，公表前に「成果公表届」を

事務局に提出することとなっている．科学研究に関しては公開の自由が最大限認められる

べきであろうが，事務局の確認が必要ということで制約がかかっていると言える．これは

特許などの知的財産権の取得に関する場合に準じると言えるが，防衛省の「確認」後の範

囲での公開となる． 

 昨年から軍学共同研究に対する対応が協議される大学も多くなり3)，たとえば滋賀県立

大では2017年3月に学長談話として，「防衛装備庁の「制度」を利用した研究は本学にふさ

わしくなく，大学としての応募はできないものと考えます」が出されるとともに，「研究活
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動における基本理念」に加えて，新たに「研究活動における行動規範」と「本学の研究理

念等に抵触する可能性がある公募制度への応募等における可否判断基準および手続き」を

公表している4)．こういった談話が出された背景には，大学教員の有志の会の存在が大き

い．東京工大では防衛省や米国防省からの軍事に応用できる基礎研究への助成金には2017

年度の応募は認めない方針を決定した．これまでに米国防省から9件，防衛省から1件の助

成を受けているが，学術会議の新声明を機に要領を見直す作業部会を立ち上げた5)． 

 龍谷大学においては 1989年に理工学部が設置される際に，「理工学部の創設にともなっ

て制定された産官学一連の規定において，学外機関には軍関係機関を含まない．軍関係者

およびこれらの機関に所属する者と共同研究は行わず，これらの機関からの研究資金は受

け入れない．」「軍関係機関に所属する者の教育は行わない」という主旨の意思表明を学長

が評議会でおこなっており，評議会議事録にも記されている．2016年度の団体交渉におい

ても労使協定で 1989 年に締結された産官学協力に関する協定事項を遵守するとの合意が

なされている． 

 国立試験研究機関（国研）においては，2016年4月に，国研研究者799名を対象に本件の

アンケートを行っている6)．軍事研究の是非については「進めるべきではない」が56%，

無回答が18%であるが，「進めるべきだと思う」は26%にのぼった．世代による比率は，60

歳代は「ない」が75%であったが，対して20歳代の研究者では45%が「進めるべき」とい

う回答であり，「なし」と答えた人数と拮抗していた．若い世代の意識が気になる結果であ

る．賛成の意見では，「国の機関なので国策に準じるべき」，「国防は避けては通れない．自

国の組織が担うべき」，「予算がこうした研究により多く配分されるなら，現実問題として

取りに行かざるを得ない」といった意見が挙がっている． 

 国立大学では，文系学部や教育系学部の再編，各大学の分類化，産学連携の強化，大学

改革の度合いに応じた運営費交付金の傾斜配分など，学問ならびに経営面での統制強化が

問題となっている．教員にとっては研究業績がなければ昇格や教員職自体の継続が困難と

なる状況に陥っている．これらの点に関しては，たとえ防衛省の制度に賛同する研究者の

中にも同感であるものは多いのではなかろうか．世界的に見ても日本における研究費の困

窮は目を見張るものがあり，それらは海外への留学生・派遣研究者の数や論文数を見ても，

中国などに溝をあけられる結果となっている．製造業や電子情報分野でも企業や特許の流

出が止まらない． 

 こういった研究の弱体化や技術流出を食い止める為には，あらためて基礎研究重視の方

針や，将来を担う人を育てる大学の再興が必要であり，そのためには防衛省ではなく，大

学の管轄省である文科省主導の政策の充実が不可欠であるが，大学人一人ひとりが研究と

はどうあるべきか，教育とはどうあるべきか理念を持ちながら今後の大学をいかにしてい

くべきか議論する必要がある．その議論の際にはもちろん 9条をはじめとした憲法の理念

を実現する大学の理念が議論されて当然だろう． 
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日本のブラック大学と「大学界」改革 

細川孝（龍谷大学分会） 

 

はじめに 

筆者は先に，今日の大学が置かれた状況を創作座談会としてまとめた1)．そこでは，日

本の大学は①新自由主義・新保守主義にもとづく大学「破壊」と②自治機能の低下がもた

らす大学「崩壊」（と大学人の受容）とによって，深刻な状況に置かれているとの認識を示

した． 

この小論の目的は，そのような基本認識をもとにしつつ，ブラック大学の事例の考察を

通じて，日本の「大学界」を改革していくために求められる運動（＝「大学界」改革をめ

ざす大学人の抵抗と連帯）について考察を行うことである．なお，筆者の専門は経営学で

あり，本稿の主題は大学経営に関わる問題として認識している．今後，経営学の研究とし

て深化させていきたい 2）． 

 

Ⅰ 「ブラック大学」と「大学界」 

まず，論題にある「ブラック大学」と「大学界」という用語について確認する．「ブラッ

ク大学」については，NPO 法人 POSSE の代表理事である今野晴貴の「ブラック企業」

の定義を見てみよう．今野は，「違法な労働条件で若者を働かせる企業」，若者の側からの

企業の労働実態を「告発」する言葉とする3)． 

この今野の定義に倣い，筆者は「ブラック大学」を，「憲法や法律，国際人権規約等に違

反し，特に学生や院生，（雇用形態を問わず）労働者の権利を侵害し，基本的人権である学

習権や労働権を破壊する大学．大学に学ぶ学生や大学院生，大学で働く（雇用形態を問わ

ず）労働者が，大学（および設置者）の教育・研究・運営のありようについて告発する運

動を意味する言葉」と定義したい4)． 

 では，「大学界」という耳慣れない言葉についてである．これは，アレゼール日本の『大

学界改造要綱』という著書のタイトルに依ったものである．「アレゼール」は，1992年に

パリで創設された，おもに人文・社会科学系の大学教員からなる自主団体である5）． 

 同書，「まえがき」には，つぎのような認識が示されている6)． 

    いま，各地で進められている「改革」に決定的に欠落しているのは，日本の高等教育    

と学問・研究の将来に対する責任を負う存在として，それらの「改革」を通してどのよ   

うな大学界を将来へ向けて作り出していくのかをめぐる，グローバルなビジョンである． 

 『大学界改造要綱』が刊行されてすでに 10 年以上が経過しているが，この指摘は今日

でも有効であろう．「グローバル人材」という言葉に代表されるように，何がしかの方向性

（らしきもの）は示されているが，その内実は産業界の意を受けた新自由主義的な高等教

育政策に過ぎないものである． 
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「まえがき」は，「私たちは，日本の大学関係者がこれまで，大学界の将来をめぐるグロ

ーバルなビジョンを作りだすことができなかったことの一番の原因は，大学関係者が徹底

的に分断されていることにあると考えている7）」とも述べる． 

いま求められているのは「大学界」という視角から問題を捉えていくことではないか．

この点で，社会政策学の下山房雄（元下関市大学長）の発言も筆者の考えを支持している

と思われる8)． 

高等教育を担当する大学は，あらゆる産業部門が特殊な存在であると同様で特殊で       

ありますが，しかし，産業としての普遍性があるという考えを少し展開させて頂きます．

産業では，そこの構成員，多数は労働者ですけれども，その意志がまずは労働のあり方

について，さらには経営体のあり方全体について，どのようなかたちで産業の運営に取

り入れられるかというのを世界史的に，巨視的に見てみる必要があります． 

大学を「産業」と把握することには否定的な見解もあろう．それは，産業が通常「代替

性のきわめて強い商品グループ」と定義される9)ことからして自然のことかもしれない．

しかし，個々の大学（のみ）でなく，大学に関係する問題をトータルに捉えていくには，

産業として，あるいは「大学界」として把握することは有益であるし，必要であると思わ

れる． 

では，次には現実に大学界で生じている問題のいくつかを概観しよう． 

 

Ⅱ ブラック大学の事例研究 

 ここでは，紙幅の関係から，問題の概要のみを記すこととしたい10)． 

１．私立大学における「オーナー」支配と弾圧 

大学を設置できる法人は，国立大学法人，公立大学法人，学校法人の三つである．この

うち学校法人が設置するのが私立大学である11)．学校法人は公益法人の一つであり，会社

と違って持分（株式会社では株式）の概念は存在しない． 

2016年度の「学校基本調査」によれば，日本の大学777 校の内訳は，国立86 校，公立

91 校，私立600 校（通信教育のみを行う学校（私立7 校）を除く）となっている．大学

の学生数も2,873千人のうち私立大学が2,112千人を占めている12)． 

このように私立大学が日本の大学において高い比重を占めていることに鑑みると，私立

大学のありようは，日本の大学界改革にとって重要な位置を占めることになる． 

以下，二つの事例である． 

【事例１】 内部告発した教員を懲戒解雇した事案（仮処分，本訴とも地裁で原告が

勝訴するも，法人側が控訴）．学園創立者の親族が多数，学園の学校に理事や教

職員として勤務し，「大学ビジネス」を展開している13)． 

【事例２】 過労で労災認定された教員を復職させず，休職期間の満了をもって解雇         

しようとしていると考えられる事案． 

 ここに見られるのは，「オーナー」支配というべき状況である．理事長の専断的な支配に
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よって研究・教育労働者である大学教員に対する著しい人権侵害が行われている． 

２．「公立大学」化の光と影 

 次に見るのは，その問題点がまだあまり知られていないものである． 

【事例３】  大幅な定員割れに陥っている私立大学が，新しく設立された公立大学法

人に設置者変更し「公立大学」化された．受験生は大幅に増えたが，多数の教職

員が不当に解雇され，その過程においても様々な問題が生じた事案14)．今後，私

立大学の「公立大学」化にともなって全国にも同様の問題が生じることが懸念さ

れる． 

 ここで紹介した三つの事例は，たまたま筆者が身近で知ることとなったものに限られて

いる15)．ブラック大学の事例は多様であるとともに，数（量）の上でもどれほどであるか

想像できないほどである．多くの場合には表面化されることなく，いわゆる「泣き寝入り」

で終わってしまっているのであろう． 

 このような状況を踏まえ，われわれはブラック大学に対してどのようにして立ち向かっ

ていくべきだろうか．そして，大学界改革にどのように取り組んでいくべきであろうか．

次節では，この点について考えてみたい． 

 

Ⅲ 大学人の抵抗と連帯 

１．当事者性と同僚性の発揮 

 ここでは，日本学術会議学問・思想の自由委員会「福井工業大学高木秀男助教授提訴事

件についての見解」（1983年5月16日．以下，見解）に示された教師・研究者の専門職能的

自由に関する原則を参考にして考えたい16)．それは，私見では，自治の機能にとって同僚

性（の発揮）がもつ重要性が示されていると考えるからだ． 

 見解が示す原則は，次の四つである． 

①  教師・研究者は雇用関係内におかれても固有の精神的創造力および専門的能力

を発揮しうる自由を保障されなければならない． 

②  教師・研究者は安定的身分を保障され，職業的身分またはキャリアに影響する

専断的行為から保護されなければならない（教員自身の利益のみならず，教育の

利益にとっても必要不可欠な原則）． 

③  教師・研究者は，有形無形の集団的自立の体制を樹立することに努めなければ

ならない（専門職能的自由は教師・研究者の特権ではなく，社会的責任を果たす

ための条件の保障である．専門職能的自由の濫用があった場合には，集団的自律

によって矯正することを意味する）． 

④  使用者・任命権者の教師・研究者に対する身分変更にかかわる措置は，人事権

の濫用として行われないことが明らかに看取されるような公正な手続きを経て行

われなければならい． 

 筆者がとりわけ注目するのは➂の原則である．「有形無形の集団的自立の体制」を確立す
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ることなくしては，専門職能的自由を実現できない．筆者の経験でも「学問の自由」や「大

学の自治」が曲解され，専門職能的自由の濫用と思しき事例に接したことがある．自治の

担い手（当事者）であるためには，同僚性が発揮されなければならないことを強調したい． 

２．設置形態を超えて，雇用形態を超えて，そして専門分野を超えて 

先に見たように，アレゼール日本は，大学関係者が徹底的に分断されていることを指摘

している．筆者なりに考えれば，分断の代表的なものは，設置形態の違いによる分断と雇

用形態の違いによる分断である． 

設置形態の違いによる分断は，日本の大学が①国立大学法人が設置する国立大学，②公

立大学法人が設置する（あるいは地方自治体の一部局としての）公立大学，③学校法人が

設置する私立大学という三つの形態によることに起因している．そのことに加え，労働組

合もまた設置形態に対応した大学別労働組合と，その連合体としての産別組織（全大教，

私大教連など）として存在していることが影響している17)． 

次に，雇用形態の違いによる分断である．これは言うまでもなく，①無期雇用（期間の

定めがない雇用）と②有期雇用（期間の定めがある雇用）とによって，処遇が大きく異な

っていることの問題である．近年では，若手研究者の任期付き雇用が増加し，学術の発展

にとっても深刻な問題が生じていることは周知のとおりである18)． 

雇用に関しては，大学には職務の違いによって，教育職員（研究・教育労働者）と事務

職員（事務労働者）という二つの職域が存在する．この点も重要な論点であるが，改めて

考察の機会を持ちたいと思う19)． 

分断に関して最後に述べたいのは，専門（研究）分野の違いにもとづく分断である．科

学（学術）が発展するのにともなって，専門ごとの研究が深化し細分化していく．それと

ともに，学問の総合性や社会性を失って，専門分野の内と外との断絶が深まっていきかね

ない．この点で JSAが果たす役割は大きいし，その発展が期待される． 

 

おわりに 

この小論での考察を通じて，筆者が強調したかったのは以下の四つの点である 20)． 

まず所属する部局や大学のみならず科学（学術）コミュニティとしての同僚性を発揮す

ることである．そして，雇用形態（有期雇用）によって生じている問題を，学術における

問題（課題）として位置づけることである． 

さらに，「大学の自治」の担い手自身が抱えている問題（課題）を直視することである．

教授会構成員の（意識）変化に対応しつつ，全構成員自治への取り組みが必要である． 

加えて，（全国的かつ設置形態を越えた）情報共有を促進することである．（個別大学に

とどまらない）「大学界」の改革に向けた共同が求められている．JSAへの期待とあわせ，

さまざまなネットワークとの連携に取り組むことが大学界改革には不可欠であることを強

調したい． 

【付記】本稿は，科研費補助金・基盤研究（B）一般 H27-29 課題番号 15H03474「後期
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中等・高等教育における『無償教育の漸進的導入』の原理と具体策に係る総合的研究」（研

究代表者：渡部昭男神戸大学教授）にもとづく研究の成果の一部である． 

筆者の関心は，無償教育を担うに相応しい大学界の創造であり，そのために（学術的に）

何をなすべきかの探求ということである．本稿は，そのためのささやかな営みである． 

 

1)拙稿「大学人の病理－創作座談会 大学はいま」市民科学研究所『市民の科学』第 9号，2016

年，1～8頁． 

2)このように記すと違和感を覚える読者もいるかもしれない．しかし，経営学の（研究）対象

は営利企業に限らないというのが，筆者の認識である．この点については，日本学術会議 大

学教育の分野別質保証推進委員会・経営学分野の参照基準検討分科会「大学教育の分野別質

保証のための教育課程編成上の参照基準 経営学分野」（2012 年 8 月 31 日）を参照された

い． 

そこでは，「２ 経営学の定義」において，「経営学は，営利・非営利のあらゆる『継続的

事業体』における組織活動の企画・運営に関する科学的知識の体系である」（3頁）とされて

いる．ここでは，「営利・非営利のあらゆる『継続的事業体』」とされており，それには「私

企業のみならず国・地方自治体，学校，病院，NPO，家庭などが含まれる」（3 頁）とされ

ている．なお，筆者は「参照基準」というものが学問の自由や教育・研究のありように与え

る影響を懸念しており，これを無批判に受け入れるものではない． 

3)今野晴貴『ブラック企業 日本を食いつぶす妖怪』文春新書，2012年，11頁． 

4)電通の過労自死事件もあって「ブラック企業」は広く知られる言葉になっているが，インタ

ーネットで検索すると，ヒットする件数は「ブラック大学」のほうが圧倒的に多い．2017年

5月 23日現在，googleで約 4900万と 1030万，Yahooで約 4540万と約 1020万である． 

5) アレゼール日本編『大学界改造要綱』藤原書店，2003年，3頁． 

6)同，16頁． 

7)同，17頁． 

8)2004年 9月 12日に開催された「鹿児島国際大学三教授を支援する全国連絡会」の全国会合

における下山の講演から． 

9)新庄浩二「産業組織論の対象と方法：概観」新庄浩二編『産業組織論』有斐閣，1995 年，5

頁．なお，村田富二郎『産業総論』日本評論社，1989 年，2 頁では，「産業とは，生活に必

要な物質を人々に供給するとか，人々の生活を快適にするサービスを提供するなどの社会活

動をする場である．その活動の根源には，つねに，人間の労働が存在する．それで，この労

働の仕方や，生産の組織までも，産業労働や産業組織の名で，産業の中に含ませることがあ

る．さらに，これらを運営管理することが必要になる……」と述べている．下山の産業の理

解は，この村田の産業の定義と同様であると思われる． 

10)ここで紹介する事例を含め，大学界で生じているさまざまな問題については，「全国国公私

立大学の事件情報」のウェブサイト（http://university.main.jp/blog/）が有益である． 

http://university.main.jp/blog/
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11)私立大学には，学校法人が設置する大学以外に，構造改革特別区域法の規定にしたがって株

式会社の設置する大学がある．学校を設置することができる株式会社（学校設置会社）とな

るには，構造改革特別区域法の規定にしたがって，学校教育法 4条 1項の認可を受けなけれ

ばならない． 

12)「学校基本調査」の結果については，以下の文部科学省の「学校基本調査－平成 28年度結

果の概要－」のサイトで確認できる． 

http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/kekka/k_detail/1375036.htm 

13)もちろん法人側は，内部告発を理由として懲戒解雇したわけでない．仮処分および本訴を起

こす前までの状況については，拙稿「『大学オンブズマン』というたたかい方」民主教育研究

所『人間と教育』第 80号，2013年，36～43頁を参照されたい． 

14) この事例については，当事者の一人である私立大学の学長によって論考が執筆されている．

内山昭「地方都市の大学再生論 －私立・成美大学の公立大学への移行事例－ 」『立命館経済

学』第 64巻第 4号，2016年，206～225頁を参照． 

15)筆者らの取り組みは，労働組合法人全国大学人ユニオン（2012年 6月結成）と大学オンブ

ズマン（2013年 2月設立）を中心にして実践している．ユニオンの活動を通じて，団体交渉

の力を実感すると同時に運動の困難さを痛感している． 

16)ここでの「見解」に関する記述は，高木秀男『学問の自由と科学者の権利―福井工大不当解

雇事件と私大における権利闘争―』科学堂，2007年を参照した． 

17)実際には単位組合間や産別組織間の共同が行われているが，大学における労働組合も日本の

多くの労働組合と同様に企業主義の問題点が見られるというのが筆者の認識である． 

ちなみに，韓国の全国教授労働組合（民主労総加盟）は，産業別労働組合である．韓国で

は他に非正規教授労働組合，全国大学労働組合（大学事務職員で構成）などの労働組合や「民

主化のための全国教授協議会」が，大学の民主化のためにたたかっている．これらの組織に

ついては，やや古くなるが，中道眞「韓国の市民社会と大学評価―韓国訪問調査の分析を中

心に―」細川孝編『日本の大学評価－歴史・現状・評価文化－』晃洋書房，2012年，107～

133頁でインタビュー調査を踏まえて紹介されているので参照されたい． 

18)この点については，『日本の科学者』2017年 1月号の特集「学生・院生・若手研究者の勉学・

研究上の諸問題」などを参照されたい． 

19)近年では，政府・文部科学省とその背後にある産業界の意向を強く受けた「大学改革」のも

とで，「学問の自由」や「大学の自治」にとって否定的な役割を果たしている事務職員や事務

職員出身の教育職員も散見される．このようなもとで，彼らをも視野に入れて「学問の自由」

や「大学の自治」を現代的にどう構築していくのかが問われている． 

20)ここに示した四点のうち後半の二つは ，2014年 11月 15日に開催された JSA近畿地区大

学問題シンポジウム「改悪『学校教育法・国立大学法人法』の下における大学自治－何がど

う変わったのか，いま何をなすべきか－」における筆者の報告「学校教育法『改悪』にとも

なう龍谷大学における学則等改訂の動き」と同様の指摘である． 

http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/kekka/k_detail/1375036.htm
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南スーダンでの自衛隊活動の憲法問題 

―施行70年目の憲法状況のなかで－ 
奥野恒久（龍谷大学政策学部） 

 

はじめに―施行70年目の憲法状況 

 日本国憲法施行 70年を迎えた 2017年 5月以降，安倍晋三首相の改憲に向けての暴走が

凄まじい．2017 年 5月 3 日，安倍氏は自民党総裁という立場で改憲推進派の民間団体の

開いた集会にビデオメッセージを寄せるとともに，同日付の「読売新聞」のインタビュー

に応じて，タイミング的にも内容的にも極めて唐突な改憲論を開陳した．すなわち，「憲法

は，国の未来，理想の姿を語るものです」との独特の憲法観を示したうえで，「国会議員は，

この国の未来像について，憲法改正の発議案を国民に提示するための『具体的な議論』を

始めなければならない」とあたかも改憲論議をすることが国会議員の使命であるかのよう

な主張を行う．そして，「憲法学者や政党の中には，自衛隊を違憲とする議論が今なお存在

し」，「『自衛隊は，違憲かもしれないけれども，何かあれば，命を張って守ってくれ』とい

うのは，あまりにも無責任」だとして，「9条 1項，2項を残しつつ，自衛隊を明文で書き

込む」という，いわゆる加憲型の改憲論を提案した．さらに改憲の時期について，「オリン

ピック，パラリンピックが開催される 2020 年を，未来を見据えながら日本が新しく生ま

れ変わる大きなきっかけにすべきだ」とし，「新しく生まれ変わった日本がしっかりと動き

出す年，20年を，新しい憲法が施行される年にしたい」と明示したのである． 

 いうまでもなく，憲法とは国民が国家機関に権力を授けるとともにその権力を拘束する

ことで国民の人権を保障することを最大の眼目とする法である．国家像を示すという面を

否定するものではないが，究極的には個々人に委ねられる実に多様な国家像を，憲法でい

ずれかに確定するというものではない．そもそも憲法に最も縛られるべく人物が，「トップ

ダウン」式に，しかも時期まで明示して改憲を主導すること自体が，その作法を侵すもの

と言わざるをえない．安倍首相は，自民党が2012年公表した「日本国憲法改正草案」とは

全く異なる改憲論を，また両院に存在する憲法審査会での議論も無視する形で提案したの

である．だが，自民党は6月6日に党憲法改正推進本部の役員会を開き，首相主導の改憲論

を前提に，①憲法への自衛隊の明記，②教育無償化，③緊急事態条項の創設，④参議院の

「合区」解消を含む選挙制度の4項目を検討課題として示すとともに，年内にも新しい改

憲草案をまとめるという1)． 

 本小論は，この自衛隊憲法明記論を意識しながら，2015年に成立した安保関連法の運用

事例である自衛隊の南スーダンでの活動に検討を加えるものである．以下，自衛隊憲法明

記論の問題点を指摘したうえで，南スーダン PKO への日本政府の対応，そしていわゆる

「日報」問題から明らかになったことと今後の課題について論じることにする． 
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１．自衛隊憲法明記論の問題点 

 自衛隊憲法明記論は，「9条1項，2項を残しつつ，自衛隊を明文で書き込む」と，あたか

も現状を追認するだけで大きく変わるものではないとして，公明党や民進党の一部，さら

には多くの国民からの支持を調達しようというものである．しかし，第一にこの議論が究

極の「お試し改憲論」であることを確認しておかなければならない．安倍首相は昨秋，側

近議員に「2項は変えるべきだが，各党がテーブルにつかない．新たに自衛隊の規定を加

えることもあり得る」と語り，5月中旬の都内での会合では「自民党で一番の保守強硬派

の私が言うのだから，『それならば仕方がない』となる．何とか党内をまとめたい」と語っ

たという2)．首相の9条改憲案に賛意を示した橋下徹氏は，「首相の改正案が不十分なこと

は首相を含め，皆分かっている．しかし自衛隊の合憲化に反対でないのなら，不十分なこ

とを理由に首相案に反対すべきではない．本来のあるべき姿は，それを目指す人が次に衆

参で3分の2の議席を確保して進めればいい」と主張する3)．安倍氏自身5月3日のビデオメ

ッセージで「私は，少なくとも私たちの世代のうちに，自衛隊の存在を憲法上にしっかり

と位置付け，『自衛隊が違憲かもしれない』などの議論の生まれる余地をなくすべきである

と考えます」と述べている．9条2項の改憲という本音を封印してでも，まずはそしてとに

かく明文改憲という戦略的かつ凄まじい改憲への意気込みの表れと見るべきであろう． 

 問題点の第二は，自衛隊憲法明記論の自衛隊が「専守防衛」や「災害救助」のそれとの

装いにもかかわらず，実体は 2015 年強行の安保関連法下の，すなわち限定的とはいえ集

団的自衛権を行使できる自衛隊ということである．つまり，自衛隊明記論の本質は集団的

自衛権の行使，あるいは日米間の軍事的連携を強化し抑止力を高めるという「積極的平和

主義」を担う自衛隊を憲法によって正当化することであろう．このような改憲がなされる

ならば，「安保関連法は憲法違反」なる主張は不可能となる．これとかかわって，日本は戦

力の保持を禁じる憲法 9 条があるがゆえに軍事的組織の保持やその権限拡大にあたって，

政府の側がその必要性や限界を腐心して説明してきたが，自衛隊の存在を憲法で認めるな

らばもはやこの作業は極めて容易となろう． 

 第三は，日本の平和政策の指針であり平和運動を支えてきた憲法 9条の機能が果たせな

くなる，ということである．私見では，世界的に稀有な非軍事平和主義規定である憲法 9

条は，2014 年・15年の安保関連法反対運動がそうであったように，多くの国民にとって

「『抵抗の旗印』あるいは『危機状況時の最後の砦』として呼び起される，いわば『戦後日

本の原点』として国民的に内実化された，法的条項以上の意味を有する」4) ものと考える．

同時に将来，日本が軍縮を率先して進め世界に働きかける状況が生まれたとき，その最大

の足掛かりになるのは非軍事平和主義規定としての憲法 9条のはずである． 

 自衛隊憲法明記論はその装いに反し，危険性を有するとともに憲法 9条のもつ可能性を

喪失させるものと言わざるをえない． 
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２．南スーダンでの自衛隊の活動 

（1）独立から内戦へとたどる南スーダン 

 1956年にイギリスから独立したスーダンでは，植民地時代に形成されたゆがんだ経済

的・政治的構造による権力と富の分配問題が文化的・宗教的な対立と結びついて，北部の

アラブ・イスラム系対南部の非アラブ・非イスラム系の対立という形で現れたとされる5)．

2011年，石油を産出するスーダン南部をアメリカなど国際社会が支援することで，南スー

ダンは，スーダンから分離独立する．南スーダンの独立を受け，北と南の停戦監視を主た

る目的とする国連 PKO南スーダンミッション（UNMISS）が成立し，その直後から日本

も司令部要員を送り，2012年1月には陸上自衛隊施設部隊が首都ジュバで活動を開始する． 

 ところが南スーダンでは独立直後から，大統領のサルバ・キールと副大統領のリエク・

マシャールとの間で権力闘争が起こり，それが2013年12月に，大統領派のディンカ族対副

大統領派のヌエル族という「部族対立」という形で大規模な戦闘にいたる．2015年8月，

アフリカ諸国や国連の仲介により，行政ポストを大統領派・副大統領派・その他の勢力が

配分することで和平協定が成立する．しかし2016年6月16日に政府軍が副大統領の警護隊

を銃撃する事件が起きて以来，副大統領派による政府軍検問所の襲撃（7月7日），ジュバ

中心地での両派の警護隊による銃撃戦（7月8日），それにより中国歩兵員が流れ弾で死亡，

UNハウスに3,000人以上の避難民の殺到という事態が生じた．このとき，政府軍が現地新

聞記者を殺害する，外国人女性 NGOスタッフに性的暴行を加えるという事件も起こって

いる．日本隊の宿営地でも着弾等の被害があり，自衛隊はコンテナ型シェルターに3度避

難している6)．戦闘の結果，キール派がマシャール派をジュバから一掃したものの，マシ

ャール派の逃れた南部のエクアトリア地方にも戦火は拡大している．そのため国内避難民

と難民の総数は400万人近くにおよび，国連が「飢饉」と認定した危機的状況に10万人が

瀕しているとされる7)． 

内戦が激化するなか，国連 PKOは，2013年の戦闘勃発後に「住民の保護」など「平和

構築」へとミッションが変わり，2016 年 7 月以降は「先制攻撃」を認める地域防衛部隊

を設置し，安保理決議にて 4,000人の追加派遣が決定され，積極的に介入することになる． 

 

（2）日本政府の対応 

 自衛隊の参加する PKO 活動には，PKO5原則というものがある．すなわち，①紛争当

事者間で停戦合意が成立していること，②当該国を含む紛争当事者のすべてが，当該 PKO

及び当該 PKO への我が国の参加に同意していること，③当該 PKO が中立の立場で行わ

れること，④①～③のいずれかが満たされない状況になったときは，我が国の部隊を撤収

すること，⑤武器の使用は，要員の生命等の防護のために必要な最小限度のものに限るこ

と，の五つである．この原則に従うならば，2013年 12月に戦闘が生じた段階で，遅くと

も 2016年 7月の段階で自衛隊は撤収されなければならない．だがそれとは反対に，政府

は 2015年に強行した安保関連法により，自衛隊に「駆けつけ警護」と「宿営地共同防衛」
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の新任務を付与し，2016 年 12月から第 11次部隊は新任務を負って活動を開始する．従

来の「武器を使わない海外派遣」から「武器使用を前提とする海外派遣」への大転換が現

実化したことで，日本が「殺し殺される国」になるのでは，と多くの国民が危機感を抱い

たところである． 

 2017 年 3 月，政府は「ジュバでの施設整備に一定の区切りをつけることができる」と

して，5 月末を目途に陸上自衛隊を撤収することを決定する．そして，5 月末をもって全

部隊の撤収を終え，南スーダンにて日本が「殺し殺される国」になることは免れたといえ

よう．だが，9 条改憲へとひた走る安倍政権にとって，安保関連法の実績づくりとともに

「自衛隊が無事に活動を終えた」ことをアピールしなければならず，とにかく「無事」で

なければならなかったのであろう．加えて，2017 年の 3 月以降，いわゆる「森友問題」

で政権が窮地に立たされるという国内事情も背景にあったはずである． 

 

（3）南スーダンＰＫＯに日本が参加した背景 

 そもそもなぜ，日本は南スーダン PKO に参加し，平和憲法のもとでの戦後の国是を転

換する必要があったのであろうか．政府（内閣府国際平和協力本部事務局）は次のように

説明している．「南スーダンは，長年にわたる内戦を経てスーダンから分離・独立したばか

りの国です．こうした国がテロの温床となることなく平和と安定を実現するよう，日本を

含む国際社会が協力して取り組まなくてはなりません．南スーダンは，石油をはじめダイ

ヤモンドや鉄など，豊富な鉱物資源を有する国であり，日本にとっても経済外交上重要な

国であると言えます．また，各国に自衛隊の高い規律と能力を示す機会にもなり，ひいて

は日本に対する信頼が高まるという側面もあります．東日本大震災の際には南スーダンを

含む世界の各国からお見舞いのメッセージと支援の申し出が寄せられましたが，それも，

長年にわたる日本の国際協力と国際貢献の実績があってこそのものといえるでしょう」と． 

 複数の理由があげられているが，「日本にとっても経済外交上重要な国」という点に注目

したい．栗田禎子氏によると，アメリカは石油やレアメタン等の資源の供給源として，地

政学的・戦略的観点からアフリカに注目しているとともに，同様にアフリカに注目してい

る中国と競合している，という．そして栗田は，「日本はアメリカの活動を部分的に肩代わ

りするような役割を担わされつつある」と指摘する8)．たしかに，2009年以来「海賊対策」

としてソマリア沖に自衛隊艦船を派遣し，ジブチに陸上自衛隊の基地をつくるなど，日本

がアフリカに拠点化を進めていることを考えると，栗田氏の指摘は正鵠を射ていると思わ

れる．政府による自衛隊の撤収決定は，トランプ大統領というアメリカ第一主義者への転

換という背景もあったものと思われる． 

 

３．「日報」問題が示すこと 

（1）「日報」問題  

ジャーナリストの布施祐仁氏は，2016年9月30日に，大規模戦闘があった期間の日報を
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開示請求したが，12月2日に「既に廃棄しており，保有していなかったことから，文書不

存在につき不開示としました」との通知書が届いたという．不開示決定を前に防衛省は統

合幕僚監部に照会をかけたが，「意見なし」との回答だったという．しかし，2017年2月2

日に防衛省は統合幕僚監内で日報が見つかったことを明らかにするとともに，3月5日には

陸上自衛隊も日報データを保管していたことをNHKがスクープした9)． 

どうやら「組織ぐるみ」で隠蔽がなされていたようだが，軍事組織の動きが国民に知ら

されないということは重大な問題である．また防衛相が統幕や自衛隊制服組を管理・掌握

できていないことが明らかになり，文民統制が機能していないという極めて危険な事態が

浮き彫りになったのである． 

 

（2）不適格な稲田防衛相 

 日報には「戦闘」の文字が何度も登場するが，政府は南スーダンでの戦闘を一貫して否

定する．このことについて稲田防衛相は，2017 年 2 月 8 日の予算委員会にて「事実行為

としては武器を使って人を殺傷したり，物を壊す行為はあったが，国際的な武力紛争の一

環として行われるものではないので，法的意味における戦闘行為ではないという意味だ．

国会で答弁する場合には，憲法 9条上の問題となる言葉を使うべきでないということから，

私は武力衝突という言葉を使っている」と，あけすけに語っている．現地の情報や事実を

国内議論向けに改ざんしたことを自ら認めているのだから，驚愕すべきことである．一方

で，現地の自衛隊隊員の生命や安全を著しく軽視していること，他方で自衛隊の活動が憲

法に抵触するならその活動の中止を含めて検討するのでなく，憲法に抵触しないように事

実を偽るという，法を著しく軽視していることが明らかになったのである． 

 このような防衛相，いや安倍政権のもとで，自衛隊が海外活動を行うことは，自衛隊員

にとっても日本国民にとっても，そして日本の法治主義・立憲主義にとっても危険すぎる

ことと言わなければならない． 

 

おわりに 

 南スーダンでの自衛隊活動から得られる教訓は，第一に自衛隊の海外活動の実情が国民

のみならず政府にすら十分知らされていないということであり，第二に現在，文民統制が

機能していないということである．さらに第三には，ひとたび海外活動を始めると撤退す

ることが極めて難しいということである．これらを踏まえ，国会での真摯な議論が不可欠

だと考える． 

 だが，PKO 活動への日本の参加をめぐっては，より根源的な国民的検討が必要ではな

かろうか．南スーダンで人道支援活動を行う今井高樹氏は，日本が現地にて対立する双方

から比較的中立とみなされている強みを生かして，和平に向けての非公式な協議の場の設

定や仲介交渉のための財政支援などができないか，と提起する．また長期的にはとして，

「皆が『公正』と思える政府を作るために，それを担う行政職員に対して，人権や法律の
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知識を含めた研修による人材育成を行ってはどうか」と提起している10)．日本の最大の強

みは，憲法9条のもと戦後，武力行使をしてこなかったことである．「国際貢献」を論じる

にあたっても，この強みの生かし方を考えるべきであろう． 

 最後に私見では，現在の自衛隊は憲法 9条の禁じる「戦力」に該当し，憲法違反だと考

える．自衛隊を憲法に明記する議論に対しては，自衛隊の活動のうち国民が最も期待して

いる災害救助活動など非軍事活動の組織への将来的な自衛隊解編論を提示していくべきで

はなかろうか．「安倍改憲」論に受け身に応じるだけでは，展望が開けないからである． 

 

（注） 

1）もちろん自民党内も一枚岩ではない．とりわけ二階俊博幹事長が 6月 16日夜のＢＳフ

ジ番組で「日程を決めて押しつけられたら，必ず国民から反発が出る．日を区切ってい

ろいろ言うのは適当でない」「一つでも多くの政党の賛同を得る努力をすべきだ」と批判

したことは注目に値する． 

2）朝日新聞 2017年 6月 4日大阪本社版 1面． 

3）読売新聞 2017年 6月 4日西部本社版 4面． 

4）奥野恒久「民主的非軍事平和主義の展望」中村浩爾・桐山孝信・山本健慈編『社会変

革と社会科学―時代と対峙する思想と実践』（昭和堂，2017年）30頁． 

5）参照，栗田禎子「混迷する南スーダン情勢と自衛隊の派兵」『月刊憲法運動』2017年 1 

月号 9頁以下． 

6）参照，麻生幾「南スーダンを襲ったクライシス」『文藝春秋』2017年 3月号 313頁以

下． 

7）参照，今井高樹「苛烈化する南スーダンの暴力」『世界』2017年 7月号 250頁． 

8）前掲書 5）17頁以下． 

9）布施祐仁「戦争法の破たんを示した 南スーダン日報隠ぺい問題」『平和運動』2017年

6月号 

10）前掲書 7）256頁． 
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開発に関する地盤問題とその社会的背景 

－軟弱地盤・谷埋め高盛土の災害危険性と行政の姿勢－ 
 

奥西一夫（国土問題研究会調査部）  

  

国土問題研究会（国土研）の最近の地盤に関わる調査において，行政の不適切な介入ま

たは不作為が，危険な宅地が発生する背景になっている事例が多いように思われる1, 2)．し

かし，これらの調査では，この点に関して社会学的な検討をほとんどおこなっていないの

で，以下では JSA会員諸氏のご意見を聞くための問題提起として若干の報告をおこなう． 

１．阪神高速道路淀川左岸線２期事業の問題点 

 この事業では，大阪市が施工して阪神高速道路会社が運用するという，いわゆる上下分

離方式が採用された．しかし，経費節減のために技術的な無理が生じ，10年以上も着工で

きていない．そこで「大臣特認」という離れ業を使って，河川法違反をも是認する方針が

国と大阪市で合意された．しかし，最近の地震災害の教訓を反映した技術規範を無視した

安全確認で専門家を欺こうとしていることが暴露され，いまだに迷走状態になっている1)． 

1.1 淀川左岸線２期事業の経緯 

 阪神高速道路淀川左岸線２期事業は図１の右側に示すように，1995年度に都市計画決定

され，2000年度から事業着手されたが，赤字路線になることが必至とされた．そこで，2006

年度に大阪市が建設を肩代わりする，上下分離方式が採用された．その時，大阪市は財政

負担を軽減するための設計変更をおこなったが，安全面で大きな課題を残した．さらに，

淀川堤防にトンネルを埋め込むという，前例のない河川区域占用をおこなうため，道路と

堤防の兼用工作物だとして法的規制を逃れる方式で国と市の間で合意が図られた．そして

河川法に基づく技術規範に適合することを検証するために「技術検討委員会」が設立され

た．この委員会は2016年3月に審議を終了し，委員会報告書案3) が事務局の大阪市から提出

されたが，重大な問題が多く含まれており，いまだに正式決定がされていない． 

1.2 河川管理との整合性の観点からみた淀川左岸線２期事業の問題点 

 この区間の高速道路は1910年に完成した新淀川放水路の左岸堤防に埋め込まれる（図１

参照）ものであるが，この区間の堤防は大阪湾岸の極めて軟弱な地層の上に，河床の緩い

砂を積み上げる形で築造され，過去に何度も積み増しされており，基礎地盤が極めて軟弱

（図２参照）なため，技術検討委員会では地盤改良工事が必要としている．しかし，技術

検討委員会報告案3)には主なものだけでも次のような重大な問題が含まれている． 

（１）従来堅持されてきた土堤原則を逸脱し，不測の事態がおこる可能性が否定できない

が，事後のモニタリングに基づいて対処するとし，事前の安全対策を放棄している． 

（２）液状化が起きる砂層と圧密沈下が起きる粘土層を理由もなく限定しているので，地

震時の急激な沈下または長期にわたる沈下によるトンネルと堤防の損傷を防げない． 

（３）2014年改訂の道路橋示方書を無視し，2002年改訂版に示された基準地震動を用い
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て安全性を検討しており，来るべき南海トラフ連動型の大地震には耐えられない． 

1.3 淀川左岸線２期事業のその他の問題点 

1.3.1 環境・景観に関する問題点 

 この区間の道路は当初，高架道路として計画されたが，景観その他の問題が多いとして

中止に追い込まれていた．現在はトンネル方式となっているが，インターチェンジは高架

方式となり，環境（排ガス問題）と河川景観に関する問題点のほとんどが未解決である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 阪神高速道路淀川左岸線２期事業の実施区間と事業の経緯4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 淀川堤防を横断する方向の代表的地質断面図3)（Aは沖積層，Tは洪積層，cは粘土層，

csは砂質粘土，scは粘土質砂を意味する） 

 

1.3.2 トンネル化に伴う技術的課題 

 1.2 で述べた河川管理に関係する問題点の他に，圧密沈下が近接する既設構造物（道路，

地下埋設物，河川，家屋）に及ぼす影響，堤防に埋め込まれたコンクリートトンネルが淀

川と都市地盤の間の地下水流動に及ぼす影響，および大地震と大津波時の道路トンネルの

安全性の検討が中途半端なままであり，ほとんど無対策の状態になっている． 

1.3.3 道路需要の減少との矛盾 

 大阪府域内の高速道路の交通量は1997年をピークに減少傾向にあり，今後の人口減少は
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それに拍車をかけると予想されるが，それを無視し，道路需要が伸び続けるとの前提に基

づいて計画されている． 

1.3.4 大阪市の財政事情との関係 

 1.2 節で述べた地盤改良を実施すると，合併施工方式の前提条件とされた経費節減がほ

とんどできなくなる．しかし，将来突然に，財政事情を前面に出して，安全性を無視した

施工が強行される可能性も否定できない． 

２．大津市仰木の里ニュータウンにおける学校用地造成問題 

 UR 都市機構が造成したこのニュータウンの中で，土捨て場としていた区画を含む土地

が，私立学校の建設用地として売却された．この土地の危険性を危惧する地元住民は，大

津市を相手取り，安全確保に必要な是正措置を求める訴訟を提起したが，大津市は，自ら

がおこなった斜面危険度調査の結果を否定するなど，地方公共団体としてあるまじき態度

を露呈した．一審判決で，是正措置請求は棄却されたが，造成地の危険性は認められた． 

2.1 造成工事等の経緯 

 対象地域（幸福の科学学園関西校の用地）は大津市仰木地区仰木の里ニュータウンの，

御呂戸川の南側，JR湖西線の西側の区域にある（図３）．この地域は地形的には比良－比

叡山系と琵琶湖岸平野に挟まれた堅田丘陵に含まれ，地形改変前には低位段丘と狭い谷底

平野より成っていた．5万分の１表層地質図5) によると，低位段丘部分は古琵琶湖層群の更

新統下部層の泥質または砂泥互層の堆積物，または低位段丘堆積物より成り，谷底平野は

礫質の沖積層より成る．堅田丘陵は琵琶湖（古琵琶湖域を含む）の湖底堆積物が琵琶湖西 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 幸福の科学学園用地周辺の地図（学園用地は区画16，17および26） 
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縁断層帯の運動によって持ち上げられ，陸化したものであるが，堆積物が固結していない

ため，激しく侵食されて新しい地層が剥離され，標高が低い部分ほど古琵琶湖層の古い地

層が露出している． 

 仰木の里ニュータウンは UR 都市機構によって1980年から2000年にかけて造成（一次

造成）された．大幅な地形改変によって以前の土地の起伏はほとんどなくなり，四周の河

川，道路，鉄道に接する部分で急斜面が残っているほかはほぼ平坦な台地状の地形を呈し

ている．UR によるこの造成は，宅地造成等規制法の例外条項により開発許可申請が免除

された．それは，宅地造成等規制法の制定当時，法的規制よりもURの技術基準の方が厳

格であったためである．その技術基準では，高盛土をおこなう場合は，旧表土を鋤き取り，

盛土の底面に排水管を敷設し，盛土の中に水平排水層を設け，そこに集まった地下水を鉛

直排水管で底面の排水管に導くなどが規定されていた．そのうち，盛土底面の排水管につ

いては事前協議図面が残されており，その出口が現地で確認されるが，公共下水道の暗渠

とつながっている可能性が指摘されること，および排水量が極めて少ないため，それが機

能しているかどうかは不明である．一方，大津市は，この点を含め，UR の技術基準が守

られたかどうかの検査の結果を明らかにしていない． 

 図３で灰色に着色された区域は，区画3を除いて，急傾斜地または谷地形に厚く盛土され

たもので，造成後も宅地や事業用地として分譲されず，一部は公園として供用された．し

かし，UR の財政が逼迫してくると，残土処分地とされた図３の区画17を含め，区画16，

17，および26が2010年に幸福の科学学園に売却された．同学園は，大津市から開発非該当

の確認を得て，高等学校の校舎，寄宿舎，運動場の用地を2011年に再造成（二次造成）し，

校舎と寄宿舎を建設した． 

2.2 谷埋め盛土された造成地の安全性 

 この造成地の主な危険要因は，一次造成において，谷を埋める高盛土をしたことと，盛

土の施工が極めて杜撰なことである．1995年の兵庫県南部地震，1978年の宮城県沖地震，

および2011年の東北地方太平洋沖地震で，谷埋め盛土による造成地が多数地すべり・崩壊

等で被災したが，国交省は土木学会等からの強い働きかけに応じて2006年度から宅地耐震

化推進事業を開始し，まず，大規模盛土造成地の滑動・崩落対策に乗り出した．そして，

地方公共団体がおこなう危険宅地の第1次，第2次スクリーニングを経て造成宅地防災区域

等の指定と防災工事の実施に至るプログラムを策定した．これに対して，関東地方の公共

団体は直ちに精力的に動き出しているが，他地域では極めて動きが鈍く，政令指定都市で

ある大津市もその例外ではない． 

 本件造成地では，建物の杭基礎を打設するためのボーリング調査で最大厚17mの盛土が

確認されたが，新旧の地形図の比較から，谷底での最大盛土厚は26mと推定される．また

ボーリング時の標準貫入試験の結果，盛土は締め固めがほとんどなされず，尾根をブルド

ーザーなどで削って生じた残土を谷に捨てただけのようなものであることが明らかになっ

た．また，盛土層の底部または中間深度に旧表土や廃棄物の存在を示す草根，腐植土，ビ
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ニール片が発見され，盛土前の鋤き取りもせず，廃棄物を盛土の中に投棄したものと推測

される．したがって，UR の技術基準はここでは守られていなかったことが分かる．地下

水位の上昇を防ぐ排水工事が不完全であることは上述の通りであるが，これらの要因が重

なった結果，図３の区画17の御呂戸川に面した旧斜面では斜面の下部に湧水が見られ，そ

の部分では地表部が侵食されたり，小規模なすべりによって波打ったりしている．また，

幸福の科学学園敷地の周辺部でも，マンホールの浮き上がりや橋梁と周辺地盤の間の食い

違いなど，地盤変位を示す現象がいくつか生じている． 

 盛土構造を含む斜面の形状，上記ボーリングで得られた不撹乱資料の力学試験，および

地下水位の想定を入れた斜面安定計算の結果は，宅地造成等規制法が要求する安全率の値

を大きく割り込むものであった．また，大津市が裁判所からの文書提出命令によってしぶ

しぶ提出した，上記宅地耐震化推進事業における1.5次スクリーニング（第一次と第二次の

中間のもの）の結果もこれと一致するものであった． 

2.3 行政の不作為 

 大津市はその行政区域内の宅地等を安全な状態に保ち，それによって市民の安全を確保

すべき義務を負っている．しかし，自らがおこなった1.5次スクリーニングによって，本件

土地が著しく安全度を欠くことを知りながら，何ら対策を取ろうとしなかった．UR によ

る一次造成を，許可申請が不要としてフリーパスとし，しかるべき竣工検査をおこなわな

かった疑いについては，時効が成立しているために，裁判では論点にならなかった．しか

し，2011年に幸福の科学学園が二次造成をおこなった時は，上記の宅地耐震化推進事業が

実施されており，1次スクリーニングで危険性が指摘され，直ちに2次（または1.5次）スク

リーニングをおこなっていたはずであり，その結果に基づいて，危険な学校建設にストッ

プをかけるべきであった．具体的には，二次造成に際しては，開発許可申請の条件を厳格

に適用して開発許可申請を提出させ，用地の安全性が確保されていないことを示して，適

切な安全対策を取ることを指導すべきであった．また，建築確認機関と大津市私学審議会

に，適切な安全対策なしに建築確認をおこない，あるいは学校設立を認めることは適当で

ないことを通告する必要があった． 

 これら必要なことをおこなわず，市民が造成地の危険性を明らかにするために資料を請

求した時には，その提出を拒み，裁判においては，自らがおこなった1.5次スクリーニング

の結果は誤りだと主張し，造成地は安全であると，誤った主張をして裁判（一審）で否定

されるなど，本件造成をめぐる大津市の態度は極めて不可解である． 

３．その他の事例 

 神戸市が 2004 年に北区山田町でおこなった区画整理事業では，換地した土地が不等沈

下して，住民に重大な損害を与えたり，宝塚市が 2011 年に許可した宅地造成では，申請

に当たって断面図を偽造したり，明らかに技術規範に反する安全性検証をおこなっている

のを，市が黙認しているという問題が明らかになっている（前者は控訴審でも住民が敗訴

し，上告を断念．後者は地裁で係争中）．その他にも，地方公共団体がおこなった公共工事
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によって住民が宅地の不等沈下や家屋の損傷などの被害を受けて国土研に相談したり調査

依頼してきた事例は多い．最近の事例は次のとおりである． 

（１）京都府井手町の下水道工事（1996年）で宅地の不等沈下と家屋損傷が発生 

（２）岐阜県が圃場整備工事のために水路を掘削して宅地の不等沈下を惹起（1990年） 

（３）伊勢崎市の道路橋取り壊し工事で宅地の不等沈下と家屋損傷が発生（2001年） 

（４）東大阪市宝町の洪水調節池築造工事（2001年着工）で工場の床面に不等沈下が発生 

（５）韮崎市の下水道工事（2004年着工）で民家とアパートに不等沈下と家屋損傷が発生 

（６）静岡県は浜松市におこなった河川工事（2007年）で，近接宅地に不等沈下，振動に

よる家屋被害，および地下水の枯渇を引き起こした． 

（７）鹿児島県は産業廃棄物の管理型最終処分場を採石場跡地に計画（2010年に着工）し

たが，計画地の地質は脆く，斜面崩壊および有害物質漏出の恐れがある． 

 その多くは事前の調査または施工管理が極めて杜撰なために，工事公害を引き起こした

ものである．そして，潜在的被害を含む被害住民の訴えに対して，行政が，自らの調査・

施工の杜撰さを隠ぺいするためか，高圧的な態度で公共工事による被害のメカニズムを否

定する点が共通している．訴訟になって判決が下された事例では，裁判官は工事の公共性

を重視して，行政の事前調査や施工管理の義務を無視することが多い． 

４．問題の社会的背景 

 国土研の調査は地形・地質・地理学的な背景の調査に基づいて，土木工事が引き起こす

可能性がある，あるいは引き起こした地盤被害に関する因果関係を理工学的な立場で解明

することが主目的となり，そのような地盤被害が絶えない社会的背景については十分な考

察ができていない．前述の調査事例を通して見直すと，下記のような社会的背景が考えら

れるが，それとても皮相的なことであって，もっと深層に真の社会的背景が横たわってい

る可能性が高いようにも思われ，討論を深める必要がある． 

（１）大企業の利益を第一とするような歴代保守政権の政策のもとで，開発至上主義的な

考え方が末端まで浸透し，行政の姿勢が安全第一主義的なものではなくなっている． 

（２）政治家の口利きが行政を支配して，危険な開発を行政に許可させる傾向が拡がって

いる． 

（３）定数削減政策の結果，公務員が多忙となり，技術能力が低下し，開発申請等に含ま

れる誤りや偽装などを見抜けないことが多くなっている． 

 

引用文献 
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低周波音被害とは何か？ 

 

小林 芳正 

はじめに 

 低周波音公害に初めて接したのは1981年頃，奈良県香芝町の日本道路公団西名阪自動車

道による低周波音公害の調査に携わったときだった1）．その後 30年余りが過ぎた2015年末，

上述の香芝町の調査のことをインターネットで知った低周波音被害者（複数）から相談を

持ち掛けられた．今回の被害者らを悩ませている低周波音源は，１つは風力発電，もう1

つは自宅に隣設して開業したコンビニの冷凍・冷暖房機だった．話を聞いてみると，被害

者は，香芝町の時代以上に厳しい状況に置かれていることがわかった． 

低周波音被害の最大の問題は，この被害の理解者が極めてすくないことである．生来の

低周波音敏感者は少数であるため，被害者は，自分の苦しみを家族も含めて周辺の人々に

容易に理解してもらえない．環境省も低周波音による被害を認めておらず（環境省は「被

害者」を一貫して「苦情者」と呼ぶ），その政策は一般人の無理解を放置し，少数の低周波

音敏感者の人権は無視される結果となっている．本稿は，低周波音非敏感者である多数の

人々に，この被害について知ってもらうためにまとめたものである． 

 

１．低周波音被害の症状と特徴 

まず人の聴覚は図 1のようである．横軸は周波数，縦軸は音圧の強さである． 

 

図 1 純音に対する等感曲線（閾値から 100フォンまでの曲線，2003の新規格）．横軸（周波

数：ヘルツ），縦軸（音圧：デシベル），40ｄBの形状の違う曲線は旧規格 

 

図 1 から，人の聴覚は周波数 100～10ｋHz ぐらいの音はよく聴こえるが，もっと高い音

や低い音に対する感度は低下していることが分かる．聴こえにくい 100Hz 以下の音を低



- 24 - 

 

周波音，ほとんど聴こえない 20Hz以下を超低周波音と呼ぶ．このような人の聴覚に合わ

せて，普通騒音計は図 2のような周波数特性A,C,Zを備えている． 

 

図２ 騒音計の周波数特性．A,C,Z-特性．A- 特性は人の聴覚になぞらえた特性である． 

 

さて，低周波音被害者の訴えは，一口にいえば低周波音で「気分が悪い，苦しい」ので

ある．めまい，吐き気，頭痛，耳詰まり，鼻血，頭および胸部のパルス感（振動感）など

種々の症状があり，そして共通して眠れないという悩みがある．苦しさの程度は人により

異なるが，重い場合は，問題が解決しないので我慢しきれず転居したり，自殺した例2)さ

えある．これらの症状は，医師が診ても臓器に異常はないので「不定愁訴」とされ，本人

側に問題があると診断されやすい．ところが，これらの症状は，原因の低周波音源が停め

られるか，被害者が低周波音の届かない場所まで離れれば消えるのだから，普通の不定愁

訴ではなく，「外因性の不定愁訴」なのである3）． 

この被害の顕著な特徴は，これらの症状が誰にでも起こるわけではなく，初期には少数

の低周波音敏感者のみに起こることである．低周波音の性質やレベルにもよると思われる

が，早期に発症する人は1～3％ぐらい4)（あるいは10～20％5））との説がある．だから，

同一家族でも苦しいのは一人だけで，他は平気だったりする．家族の一人が苦しくて自宅

に住み続けられず，転居先の借家に住んでいても，他の家族は低周波音を感じないので自

宅に住み続けていることもある．被害者は，「気にしすぎではないのか？」，「あなたは神経

質すぎる」等々の扱いを受け，身体に異常がないので精神科受診を勧められることさえあ

る．もっと不幸な場合，何か補償が欲しいゆえの難癖つけではないかと疑われる場合もあ

る（環境省の用語「苦情者」はそのニュアンスを含んでいないだろうか？）． 

もう一つの特徴は，多くの場合，症状が現れるまでに一定の潜伏期間があることである

6)．それは数週間から数か月であるのが普通だが，極端な場合は数年もかかることもある．

その潜伏期間後は，それまでの非敏感者が敏感者に転化する．和歌山市のあるメリヤス工

場で，新しい機械導入による低周波音が発生し始めてまもない1968年に，隣家の妻は被害

を訴え始めたのに夫にはわからず，彼が非敏感者から敏感者に転化したのは，実に4年も

後の1972年のことだった．いったんわかるようになると感度は鋭敏化する一方で，可聴音
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のように慣れるということはない．彼はこの変化を「わかったら地獄」と表現した7）． 

被害者の多くは，低周波音に長期にわたり暴露されることが要因のようである．低周波

音を発生している工場の労働者にあまり被害がない（あるいは少ない）のは8），工場内は

騒音レベルも高いので，騒音によるマスキング効果（後述）が働いているためかもしれな

い．近隣住民に被害が多発し，とくに一般に睡眠が妨げられるのは，副交感神経優位な時

間帯の影響が大きいためかもしれない6)． 

  

２．低周波音敏感者は何故聴こえない低周波音に悩まされるのか？ 

 わが国の低周波音被害の先覚者，汐見文隆医師（2016年3月に逝去）の低周波音被害との

遭遇は，1974年，前節の和歌山市内のメリヤス工場隣家の婦人から症状を訴えられたとき

だった3）．汐見は，原因がわからず首をひねっていたが，1年以上過ぎた1975年，東大の西

脇仁一教授の話を NHK テレビで見て，初めて原因が低周波音だと知ったのだった．西脇

教授の計測により，被害者宅の居間で16ヘルツ60デシベルの顕著な超低周波音のピークが

見出された．汐見は，世の大多数の人々と同じに低周波音の非敏感者だったが，全国でほ

ぼ唯一に近い低周波音被害の理解者として，終生，国内の被害者支援に奔走した． 

 諸外国で低周波音被害が問題視されるようになったのは日本よりも遅く，2009年，ニュ

ーヨーク州の小児科医 PierpontによるWind Turbine Syndrome（風車症候群）が発刊されて

かららしい9)．Pierpontによれば，欧米諸国で風力発電所が盛んに建設されるようになった

2004年ごろから，E メールや電話による相談が被害者たちからしばしば寄せられるように

なり，併せて英国の医師 Harry博士により，風力発電タービンの周辺で人々が経験してい

る一群の症候群に注意を喚起されたからだった． 

 以後，国内外で，低周波音の影響について，肯定，否定の双方の立場から厳しい議論が

交わされたが，その生理学的原因，許容限度等については，今日に至るも最終的な決着を

見ていない． 

低周波音被害の否定者（日本では一部の音響工学者や環境省など）は，「聴こえない音に

害があるはずはない」と主張している．図３の参照値Bは低周波音域の感覚閾値にほぼ近

いが，低周波音敏感者は，図のプロットのように，その閾値よりもずっと弱い聴こえない

音によって苦しめられているのである．なぜ聴こえない音によって被害が生じるのかのメ

カニズムについていくつかの仮説を以下に紹介する： 

 汐見は人の聴覚は気導音だけではなく骨導音もあり，骨導音が原因と繰り返し述べてい

る8）．気導音，すなわち通常の聴こえる音の経路は，まず音波による空気振動が外耳の鼓

膜の振動を引き起こし，３つの耳小骨（ツチ骨，キヌタ骨，アブミ骨）を介して内耳の楕

円窓に到達する（鼓膜からここまでを中耳，その先を内耳という）．内耳にはバランスをつ

かさどる三半規管，蝸牛がおさめられ（三半規管と蝸牛の間を「前庭」という）リンパ液

で満たされている．内耳で音は液体振動に変換されており，その液体振動が聴神経を通っ

て頭脳に伝えられる．低周波音も人に到達するまでは気圧変動だが，この変動は骨格の振
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動として前庭に直接作用し，液体振動に変換されると汐見は考えた． 

 同様の考えは，Pierpont9）も述べている：「聴こえないほど弱い低周波ノイズや振動が人

の前庭システムを刺激して，風車病の症状を引き起こす．正常な人々に（も），そのような

前庭感度が存在する実験的証拠がある」と．ピアポントによれば，内耳の入り口にある前

庭の耳石器（卵形嚢と球形嚢からなる）は，魚類，両生類，もっと高等な脊椎動物のいず

れもが備えている器官で，動物はこの低周波音検知能力のおかげで捕食を逃れたりして生

き延びてきたのであり，人類も耳石器を当然備えていて低周波感度がある． 

 Salt and Lichtenhan
10）は，動物実験によって，蝸牛が超低周波音に反応してはっきりした

電気的応答を行うことを確かめた．蝸牛には 2つの型の違う感覚細胞があり（内有毛細胞

と外有毛細胞），前者が可聴音，後者が低周波音を受け持っている．前者の入力が弱いとき

（静寂時，あるいは病気などで可聴音入力が阻害されたとき）後者がよく働きだす．低周

波音敏感者は，この状態にあると考えられるのである（たとえば，動物実験で，動物に強

い低周波音を聴かせると，動物は一過性の「内リンパ水腫」になり，内有毛細胞の働きが

低下し，外有毛細胞の働きが高まって低周波音に敏感になる）．Salt 説は，低周波音敏感

者は可聴音がある方が（うるさい方が）低周波音のつらさを我慢しやすいという特徴もよ

く説明している（マスキング効果）8)． 

 これらの仮説のいずれによっても，低周波音被害は聴こえるか，聴こえないかという「可

聴音閾値」とは関係なく，聴こえなくても感知され，問題となりうるといえる． 

 

３．低周波音に対する環境省の「参照値」と諸外国の状況 

「参照値」とは，環境省が低周波音に関する苦情の増大に対処するため，2004年に発表

した「低周波音苦情への対応のための参照値」のことである（環境省資料はいちいち引用

文献にあげないが，すべて同省の HPで見ることができる）． 

参照値には，建具などがガタガタする物的現象に対する参照値 Aと，人が影響を受ける

心身に関する参照値Bとがある．本稿は，もっぱら後者に関する議論である． 

 2014年の環境省の自治体に対する「参照値」の解説によれば：１．参照値は，固定発生

源（ある時間連続的に低周波音を発生する固定された音源）から発生する低周波音につい

て苦情の申し立てが発生した際に，低周波音によるものかを判断するための目安として示

したものである；２．参照値は，低周波音についての対策目標値，環境アセスメントの環

境保全目標値，作業環境のガイドラインなどとして策定したものではない；３．心身に係

る苦情に関する参照値は，低周波音に関する感覚については個人差が大きいことを考慮し，

大部分の被験者が許容できる音圧レベルを設定したものである．なお，参照値は低周波音

の聴感特性に関する実験の集積結果であるが，低周波音に関する感覚については個人差が

大きく，参照値以下であっても，低周波音を許容できないレベルである可能性が10％程度

ではあるが残されているので，個人差があることも考慮し判断することが極めて重要であ

る． 
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図３ 環境省の参照値と低周波音被害の生じた実測値プロット8）．A:物的苦情に関する参照値．

B:心身に係る苦情に関する参照値 

 

と慎重だが，実質的には「参照値」は苦情申し立て者の切り捨ての口実に用いられている．

つまり参照値以下では，被害者は低周波音の有害性を独自に立証しなければならないから

である． 

 環境省は，もっと最近（2016 年 11 月）の「風力発電施設から発生する騒音等の評価手

法に関する検討会」のまとめにおいても，相変わらず「風車騒音は超低周波音ではなく，

通常可聴周波数範囲の騒音の問題である」と明言している． 

 環境省のこの立場は，諸外国の状況と大きく異なっている．諸外国においても低周波音

被害が学問的に確定しているわけではないが，もっと進んだ対応が行われている．例えば

英国の環境・食料・農村地域省Dept. Environment, Food & Rural Affairsはコンサルタント

AECOMに対し，風力施設設置のための statutory nuisance（法的迷惑）の調査研究を委託し

ているし11），オーストラリアでは発電業者であるケープ・ブリッジウォーター風力発電所

が自発的に，被害住民と発電所の両者の状況を客観的に調査・対比することを音響学者 

Cooperに委託している12）．さらに，ひと頃，再生可能エネルギーとして風力発電に熱心だ

ったドイツでも，バイエルン州政府は，住居から風車までの最短距離を風車の高さの10倍

にすると決定している．よくある200ｍの高さの風車では，2000ｍ以内に住居があってはな

らないことになる．この距離は，医学的，科学的知見に基づくものではなく，（批判者が多

いので）政治的理由で選ばれたとのことである13）． 

 「風車騒音は超低周波音による問題ではない」という環境省の誤った見解から，風車騒

音も A特性の騒音レベルで測ればよいという誤った方針が導かれる（A-特性とは，人の聴

覚を模した特性；図２参照）．この認識が誤っていることは，たとえば，風力発電の発す

る低周波音に関する英国の権威 Leventhall
14）が次のように述べていることからも明らかで

ある： 

「規制当局は，低周波ノイズの迷惑が現実的問題であることを認めるべきで，評価法を改

善すべきである．とくに，低周波音を，人の聴覚に合わせた A-特性で計測するのは不適当
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であって，この方針は規制当局をミスリードしてきた」と． 

 

おわりに 

 オランダの鉄道は，100％風力で運転されるようになったと報道されたことがある．これ

も世論をミスリードする報道である．なぜなら，鉄道は電力の使い方の増減が大きいのが

特徴で，電車が増発されるラッシュアワーには大きな電力が必要だが，昼間の閑散時間や

夜間の電力需要は激減する．こんな変動をする鉄道の電力需要が風力だけで満たせるはず

はない．報道は，オランダの風力発電の定格出力の和が，鉄道が使う電力量に等しくなっ

たというだけだ．ヨーロッパの電力線はほとんどつながっているので，実際は，オランダ

鉄道は，足りなくなった電力を外国から（火力や原子力）輸入して運転しているのである． 

 注意すべき点は，最近の低周波音被害では，発生源の変化があることである．風力発電

は，風車規模の巨大化に伴い，より広域に被害を生じる結果を招いているし，一方，近年，

深夜電力を用いる給湯器や，ガスによる自家発電など家庭用機器から発する低周波音問題

が，市中に相当蔓延しつつある．後者は，風力発電に比べてエネルギー規模は小さいが，

住居の至近距離に設置され，多くの市民が予期せずして，加害者・被害者になりかねない．

風力発電やこの種の機器が開発・普及されるのは，低周波音被害がまったく規制されず，

むしろ政策的に推奨されているからである．再生可能エネルギーや節電機器も望ましくな

い副産物を生じうることにわれわれはもっと留意すべきであろう． 

 

引用文献 

1）西名阪低周波公害裁判弁護団：『低周波公害裁判の記録』（清風堂書店，1989）． 

2) 特集「「エコ」と低周波音被害」『建築ジャーナル』（2009年 5月号）． 

3）汐見文隆：『低周波音被害を追って』（紀州商合印刷，2010）． 

4）由良守生：『風力発電の被害』（ウインかもがわ，2016）． 

5）汐見文隆：『隠された健康被害，低周波音公害の真実』（かもがわ出版，1999）． 

6）汐見文隆：『左脳受容説』（アットワークス，2007）． 

7）汐見文隆：『低周波公害のはなし』（晩聲社，1994）． 

8）汐見文隆：『低周波音症候群』（アットワークス，2006）． 

9) Pierpont, N: Wind Turbine Syndrome (K- Selected Books, 2009).（ネットに日本語短縮版） 

10) Salt, A and Lichtenhan, J: How does wind turbine noise affect people?, Acoustic Today-Winter 

(2014).  

11)AECOM: Report Prepared for Defra: Contract No. NANR 277 ( 2011). 

12) Cooper, S: The results of an acoustic testing program- Cape Bridgewater Wind Farm (2014). 

13) Wetzel, D: Macht der Infraschall von Windkraftanlagen krank? Welt N24 Digital Zeitung 0203 

(2015). 
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規範の外にある諸利害―経済学からの発言― 

真鍋能章 

 

 規範のレベルから打ち破ることがなければ，体系を持っいかなる理論も真に打破したこ

とにはならない． 

 

【１】ここで規範と呼ぶものは，均衡価格，資本の過多，貨幣の中立性の 3つである． 

新古典派は，完全競争下で消費者や企業の便益は最大化する，マルクス派は，過剰な資本

は大衆の生活水準を引き上げる目的のためには使われない，貨幣数量説は，貨幣量の変化

は生産量に影響を与えることなく，物価水準に反映される，と教える． 

 これに対して，この間の長期停滞下，分配においては国民所得が急減する下で，雇用者

報酬の比重は変わっておらず，新古典派のような競争市場の成立を前提することは適切で

はない1）．交換においては民間消費と並んで，政府消費の増大が社会の消費力を引き上げ

ており，マルクス派のような特定性格の資本主義を想定することは適切ではない2）．生産

においては固定資本減耗の増大を背景に，要素所得が大きく減少しており，貨幣数量説の

ような物価水準への反映を想定することは適切ではない3)． 

 

【２】規範が“こうあるべし・こうすべし”と叙述されるとき，経験は“こうある・こう

する”と叙述される．自然を対象とする学問においては，分裂することのない規範と経験

であるが，個人や社会を対象とする学問においては，規範と経験は分裂する4）．他方，利

己心とは，自分自身の利益に対する関心である．例えば，アダム・スミスは，交換という

人間の性向（propensity）は，利己心によって刺激され分業を生み出す，とも述べた5）． 

 あれこれの規範が利己心を分析して“こうあるべし・こうすべし”と叙述したとしても，

経験から立ち上がる諸利害はこの外にあるかもしれない．上の例では，新古典派にとって

は，長期雇用や年功賃金をめぐる利害が6），マルクス派にとっては，国内外の競争をめぐ

る利害が7），貨幣数量説にとっては，過剰生産をめぐる利害が8），それぞれの規範の外に

置かれている． 

 

【３】さて，諸利害の中には，上で挙げた各規範に対応することのない規範外の利害も存

在する．例えば，基幹労働力となった非正規雇用とそうではない者との間の（新古典派），

社会保険の受給者と将来世代との間の（マルクス派），安値競争を繰り広げる企業と少な

くなった正社員との間の（貨幣数量説），利害などがそれである． 

 現代の経済学は，それぞれの理論を完成させようとして，交換という人間の性向を刺激

する利己心の分析を，狭い範囲に留める．我々は社会と学問について，国内政治の復権が

叫ばれる今，想いを巡らせねばならない．・・・規範の外にある諸利害を政治や社会運動
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が採り上げるか，それとも諸利害が規範の外にあることを根拠として，あれこれの規範に

不同意を表明するか，と． 

 

（注） 

1）GDPを 100として，2000年には国民所得が 73にまで低下する下でも，雇用者報酬は

54のままであり，企業所得が 16にまで低下した．なお，新古典派によると国民所得は，

それぞれの均衡価格で資本と労働に分配されるので，超過収益を意味する利潤はゼロ

である． 

2）GDPを 100として，2013年には民間最終消費支出が 61にまで高まり，これと並んで

政府最終消費支出もまた 21 にまで高まった．なお，マルクス派によると，商品が売れ

なければ搾取は実現されないが，社会の消費力は，労働者が労働力の売り手であるこ

とによって制限される． 

3）GDP を 100 として，2010 年には固定資本減耗が 22 にまで高まり，国内要素所得は

71 にまで低下する．なお，貨幣数量説によると，MV＝PY において，Ⅴは安定的であ

ると見なされており，Yでは完全雇用が想定されているので，Mの変化はPに反映され

る． 

4）人間や社会を扱う学問では，殺人や盗みに見られるように，規範と経験は常に分裂す

る．これに対して，実験や観測の結果に従おうとする自然科学では，規範と経験とは

常に一致することが求められる． 

5）A．スミス『国富論』Ⅰ，中央公論社，1976年，第 2章． 

6）全員が数年で入れ替わるような企業は企業の体をなさないので，長期雇用には，何等

かのメリットがあるように思われる． 

  ちなみに新古典派は，長期においては，物価水準が下落し，産出量は自然水準に戻る

と説明する． 

7）減少した企業の利益と国民の利益との一致は，今日，収益の分配面のみと言って良い

状態におる．海外勘定における財産所得/経常対外収支＝-7.4（2014年 SNA海外勘定） 

  ちなみにマルクス派は，公開市場での競争は，独占によるコネ（connections）の利用

にとって代えられたと説明する．借款がその手段とされ国際金融機関が一定の役割を演

じるコネは，産業組織論でいう各企業間の「共謀」をはるかに凌駕するものである． 

8）2010年の非金融法人企業は，過大に償却（約 65兆円）して過少に投資（約 61兆円）

した（SNA）．その後も企業は，過剰生産能力を恐れて，設備投資を手控えている． 

  ちなみに，1990 年代後半以降，日銀の資金供給にもかかわらず，通貨はそれほど伸

びていない．これは，民間銀行による信用創造が低下したからであるが，背後には，利

子率が低下しても需要量が増加しない経済状態がある． 
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原子力平和利用神話                      

 宗川 吉汪 

１．Atoms for Peace 

 「原子力平和利用神話」は，1953年12月8日の国連における米大統領アイゼンハワーの

“Atoms for Peace”の演説に始まる．演説で彼は，核エネルギーを農業や医療，その他の

平和的活動のニーズのために応用し，あり余る電力を提供するために，「米国は，恐ろしい

原子力のジレンマを解決し，この奇跡のような人類の発明を，人類滅亡のためではなく，

人類の生命のために捧げる道を，全身全霊を注いで探し出す決意」であると宣言した1）． 

 この「平和利用宣言」は，実は，アイゼンハワー政権の「ニュー・ルック戦略」とセッ

トであった2）．米国は，当時，ソ連の原爆実験の成功（1949年8月29日）に対抗して，水

爆と小型原爆の開発に着手した．ビキニ環礁でのブラボー核実験はアイゼンハワー演説の

わずか3ヵ月後のことである．核兵器を大量報復力として，その威嚇力をもってソ連の進

出を阻もうとした．核兵器は張り子の虎ではなく，実戦使用の兵器にする，というのがこ

の戦略のねらいであった． 

 しかしながら，核兵器使用には世界世論の根強い反発があり，それは一種のタブーとな

った．このタブーの打破と，同時に，核兵器の独占とが“Atoms for Peace”に秘められた

野望であった3）． 

 

２．原子力平和利用博覧会 

 米国が「原子力平和利用」の原発を日本に導入するにあたって，最大の障害は日本人の

核アレルギーであった．廣島・長崎の原爆投下に続くビキニ環礁での核実験による漁船の

被ばくは，世界的な原水爆禁止運動の発展へとつながった． 

 日本人の核アレルギーを解消し，原発を売り込むために，米国は「原子力平和利用博覧

会」を企画し，その実行を正力松太郎に命じた．博覧会は 1955年 11月 1日に始まり，全

国 11都市を巡回し，入場者は 260万人に達して大成功を納めた．博覧会は京都，大阪に

続いて，翌 1956年 5月には廣島の平和祈念資料館でも開かれた．京都では 15万 5千人が

集まった． 

 こうして，核の一卵性双生児である原発と核兵器に対して，一方歓迎，他方お断りの奇

妙なムードが日本列島を覆うことになった． 

 

３．原発安全神話の崩壊 

 1963年 10月 26日に，東海村に建設された試験炉で日本の原子力発電がスタートした．

以来，政府，電力会社，“原子力ムラ”は，「原発安全神話」のもと，54基もの原発を地震

列島日本につくった． 

 1979年のスリーマイル島原発事故でも，1986年のチェルノブイリ原発事故でも，日本
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の「原発安全神話」は揺らがなかった．しかし，3・11 福島原発事故に遭遇して「原発安

全神話」は崩壊した．科学技術面でも経済運営面でも環境安全面でも労働衛生面でもテロ

対策面でも，原発が産業として成立しないことが証明された．原発は現在未完の「有望技

術」などではなく永劫未完の「絶望技術」であった． 

 にもかかわらず，政府・財界・電力会社の“原子力ムラ”は，原発再稼働に固執し，原

発を未だに手放そうとしていない．政府は，原発を日本のベースロード電源と位置づけ，

原子力規制委員会に，破綻済みの「原発安全神話」を継ぎ接ぎした新規制基準を捏造させ

て，原発の全面的再稼働をねらっている． 

 

４．日本の核武装論 

 原発を放棄したくないもう一つの理由が日本の核武装論である．2010年に民主党政権時

に秘密指定解除になった外務省の「内部文書」に外交政策企画委員会が作成した『わが国

の外交政策大綱』（1969年9月25日）がある4）．この委員会は，外交政策立案機能の強化を

目的として，外務省の幹部が，重要外交課題に関して自由な見地から総合的に議論を行う会議

で，1950代から60年代にかけて活動したとの記録が残っている．「内部文書」に以下のような

記述が見える． 

 「核兵器については，NPTに参加すると否とにかかわらず，当面核兵器は保有しない政

策をとるが，核兵器製造の経済的・技術的ポテンシャルは常に保持するとともにこれに対

する掣肘をうけないよう配慮する．」 

 つまり，表向き核兵器不保持政策をとるが，核兵器をいつでもつくることのできる技術

は保持しておく，ということである．原子力発電は核兵器開発のための技術に他ならない．

「掣肘をうけない」の意味するところは，他の国から文句がでないように「原子力の平和

利用」の看板の陰に隠れてそっとやろうというわけである． 

 記録から，この外交政策企画委員会は 4回開催され，そのうち 2回は，愛知揆一外務大

臣（当時）が出席していたことが分かっている．ここから，当時の佐藤栄作内閣が，潜在

的核兵器保持のために原発推進が必要である，と見ていたことは明らかである． 

 この文書が作成されたのは 1969年で，日本の商業用原発がスタートした 1965年の 4年

後のことである．このように，保守政権は早くから，原発を核兵器製造のための潜在的な

準備とみなしてきた． 

 核兵器保有の願望は自民党政権の中で脈々と受け継がれてきた．稲田朋美現防衛大臣は， 

2011年の雑誌『正論』に登場して，以下のように述べた． 

「長期的には日本独自の核保有を単なる議論や精神論ではなく国家戦略として検討すべき

ではないでしょうか．」5）． 

 また，石破茂政調会長は，2011年 8月 16日の報道ステーションで，概ね以下の発言を

している．日本以外の国では，原子力政策と核政策はセットであるが，日本が核を持つべ

きだと思わない．しかし，作ろうと思えば１年以内に作れる．核はひとつの抑止力で，放
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棄すべきとは思わない 6）． 

 

５．放射能公害 

 東京電力福島第一原発事故は未曾有の放射能公害事件である．東北・関東の広大な地域

が放射能汚染地帯となった．事故から6年以上が経過した今でも放射能汚染水は制御でき

ず，メルトダウンした燃料デブリの状態も不明のままである．再度の高濃度放射性物質放

出の危険を抱えた状態が継続している．事故直後に内閣総理大臣の発した緊急事態宣言が

未だに解除されない．長期にわたる“緊急事態”が放射能公害の深刻さを物語る．  

 放射能公害では，生活環境や自然環境が長期にわたり放射能で汚染され，放射能が住民

の健康を蝕む．被ばくにより発症した病気の苦痛，病気発症の恐怖，それこそが放射能公

害の核心である．甲状腺がんの被ばく発症など，福島原発事故の被ばくによる健康被害は

現実の問題となっている． 

 環境経済学者の宮本憲一大阪市大名誉教授は，『朝日新聞』2016年12月４日朝刊の「戦

後の原点 民主主義の力」で「公害対策 市民が動いた」のコラムに登場し，福島原発事

故は公害であると述べた．少し長いが関連個所を以下引用する． 

    1970年代にかけて大都市を中心に誕生した「革新自治体」も大きな役割を果たした．   

大気汚染によるスモッグが深刻だった東京都で，「東京に青空を」をかかげた美濃部

亮吉が1967年に知事に当選．国より厳しい基準の公害防止条例を作った．1970年，政

府は公害対策基本法を改正し，環境重視の姿勢を示した．翌年，環境庁もできた． 

    ドイツの環境政治学者ワイトナーらは後にこう評したという．「ドイツでは環境政策

は政党などが上から作ったが，日本では住民たちが下から作った」．  

    日本は「公害対策の先進国」という評価を手にするまでになっていた．「戦後民主主   

義の力だ」と宮本は総括する．政官財の複合体が被害を隠蔽してでも経済成長を追求

しようとしたとき，地方自治，言論と報道の自由，基本的人権を生かして各地で市民

が動いた．  

    公害との闘いは未完である．2011年３月に東京電力福島第１原発の事故が発生した． 

  「環境汚染のせいで多くの住民が強制疎開させられ，ふるさとを失った．明治期の足尾 

   銅山鉱毒事件以来のことです」． 

    宮本によれば，公害とは，企業や政府が環境保全への十分な用意をしなかった結果，   

生活環境が侵害され，健康障害や生活困難が起きる社会的災害である．福島の事故は

公害以外のなにものでもない． 

    「福島の事故を戦後最大の公害ととらえ，環境民主主義を前進させること．それは現

代の私たちの課題なのです」． 

 

６．放射能安全神話 

 住民には核公害から避難する権利がある．ところが，政府は，放射能公害を隠蔽するた
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め，“原子力ムラ”の学者を総動員して「原発安全神話」に代る「放射能安全神話」を作ら

せ，福島原発事故は大したことでないもの，忘れてもよいもの，できればなかったものに

しようとしている．新しい「神話」の下で福島の避難地域の解除が進められている． 

 2014年 8月 17日，朝日，毎日，読売，日経，産経，福島民報，福島民友の新聞各紙に

掲載された「放射線についての正しい知識を」と題する政府公報で「放射能安全神話」が

公式デビューした． 

 広報で，中川恵一東大医学部附属病院放射線科准教授は，「放射線について慎重になりす

ぎることで，生活習慣病を悪化させ，発がんリスクを高めている」と宣告した．いま世間

には深刻な誤解がある，100ミリシーベルト以下ではがんの増加は認められていない，福

島の甲状腺がんは大規模検査の結果である，生活習慣の悪化が発がんリスクを高めている，

などと述べた． 

 また，レチィ・キース・チェム国際原子力機関（IAEA）保健部長は，「国際機関により

設定された科学的基準に基づく行動をとってほしい」，自然放射線は 2.4ミリシーベルトも

ある，低線量の健康への影響はわからない，事故地域での被ばく限度は年間 20 ミリシー

ベルトだ，と述べた． 

 

７．平和利用神話の破綻 

 「放射能安全神話」にとって最大の障害物が，LNTモデルと福島甲状腺がんの被ばく発

症である．日本の放射線防護学者は，LNTモデルを否定しようと，これまで躍起になって

“努力”してきた7）．しかし，最近の調査・研究によって LNTモデルは実証されつつある
8）．また，甲状腺がんの発症も放射性ヨウ素の内部被ばくが原因であることは今や疑いよ

うがない9）． 

 国際原子力機関（IAEA）は，福島の甲状腺がんについて，事故による甲状腺被ばく線

量は低いとして，がんの増加は被ばくによるとは考えにくいと断じている．福島県もまた，

甲状腺がんの原因が原発事故による被ばくであることを未だに認めようとしていない． 

 小児甲状腺がんは，IAEA など“国際原子力ムラ”がチェルノブイリ原発事故との関連

性を認めざるを得なかった唯一の病気である．その他のがんや疾病は無関係とされている．

原発事故では，被ばくに対する過剰な健康不安が最大の問題で，低線量の被ばくで健康障

害など起こるはずがない，との主張である．それは，何があっても金輪際ヒバクシャの存

在を認めない，という核保有国や日本など主要な IAEA加盟国の態度の表れである． 

 IAEA や日本政府が原発事故による甲状腺がんの発症を認めることは，新たなヒバクシ

ャの認定につながる．そうなると，日本と世界の反核・反原発運動の火に油が注がれ，「原

子力平和利用神話」が崩壊し，ひいては核兵器の保持が危うくなる，そのような事態は何

としても避けたい，それが IAEAや日本政府の本音なのである． 

 原発が「絶望の技術」である限り，事故発生は必然である．原発事故は，福島に続く第

二第三の放射能公害を発生させる．原発稼働は，日本の政治が住民のいのちとくらしを二
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の次三の次に考えている証左に他ならない．巨大な放射能公害を避ける唯一無二の道は，

一人ひとりの人格権を保障する原発ゼロ社会の建設以外にない． 

 核兵器タブーの打破を目論んだ「平和利用」の原発は，結局は，放射能公害をもたらす

「絶望の技術」であった．原発と核兵器は，やはり，悪魔の一卵性双生児であった．「原子

力平和利用」は目くらましの神話であった． 
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